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公布された条例のあらまし 
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◇特別職の秘書の職の指定等に関する条例 

１ 特別職の秘書の職として、市長の秘書の職を指定することにしました。 

２ 市長の秘書の職を占める職員の定数及び任期を定めることにしました。 

３ この条例は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第１号 総務局人事部人事課） 

◇職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 公募により任用された区長の給与に関し必要な事項を定めることにしまし

た。 

２ この条例は、平成24年４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第２号 総務局人事部給与課） 

◇特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 市長の秘書の職を占める職員の給与に関し必要な事項を定めることにしまし

た。 

２ この条例は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第３号 総務局人事部給与課） 

◇市長の秘書の職を占める職員の給料月額の特例に関する条例 

１ 市長の秘書の職を占める職員の給料月額の特例措置を講ずることにしまし

た。 

２ この条例は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第４号 総務局人事部給与課） 

◇職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 公募により任用された区長の期末手当及び勤勉手当に関し必要な事項を定

めることにしました。 

２ 係長級以下の職員に係る勤勉手当の額の算定方法を改めることにしました。 

３ 必要な経過措置を講ずることにしました。 

４ この条例は、平成24年４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第５号 総務局人事部給与課） 

◇職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

１ 市長の秘書の職を占める職員及び公募により任用された区長の旅費に関し

必要な事項を定めることにしました。 

２ この条例は、平成24年２月１日から施行することにしました。ただし、一

部の規定は、平成24年４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第６号 総務局人事部給与課） 

◇職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 公募により任用された区長の退職手当に関し必要な事項を定めることにし

ました。 

２ この条例は、平成24年４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第７号 総務局人事部給与課） 

◇大阪市市税条例の一部を改正する条例 
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１ 個人の市民税について、退職所得の分離課税に係る所得割の額からその10

分の１に相当する金額を控除する措置を廃止することにしました。 

２ 個人の市民税について、東日本大震災の被災者等を対象として、特例措置

を講ずることにしました。 

３ 法人の市民税について、欠損金に係る繰越控除の適用期間を７年から９年

に延長することにしました。 

４ 市たばこ税について、平成25年４月１日以後に売渡し等が行われた製造た

ばこに係る税率を1,000本につき5,262円（現行4,618円）に改めることにし

ました。 

５ その他必要な規定の整備を行うことにしました。 

６ 必要な経過措置を講ずることにしました。 

７ この条例は、公布の日（平成24年１月31日）から施行することにしました。

ただし、一部の規定は、平成24年４月１日、平成25年１月１日又は平成25年

４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第８号 財政局税務部管理課） 

◇大阪市特定非営利活動促進法施行条例 

１ 特定非営利活動促進法の一部改正に伴い、市長が所轄する特定非営利活動

法人の設立認証等に係る手続など、同法の施行に関し必要な事項を定めまし

た。 

２ この条例は、平成24年４月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第９号 市民局市民部区政課） 

◇大阪市建築物の環境配慮に関する条例 

１ 建築物の環境配慮に関し、本市、建築主等及び市民の責務を明らかにする

ことにしました。 

２ 建築物の環境配慮のための措置に係る届出制度や建築物環境性能表示制度

など、建築物に係る総合的な環境評価に関し必要な事項を定めることにしま

した。 

３ この条例は、平成24年4月1日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市条例第10号 計画調整局建築指導部建築確認課） 

 

 

公布された規則のあらまし 

 

 

◇大阪市事務分掌規則の一部を改正する規則 

１ 政策企画室に政策調整担当部長を新設するとともに、府市再編担当課長２

名を新設することにしました。 

２ ゆとりとみどり振興局企画部に都市魅力創造戦略担当課長を新設すること

にしました。 

３ この規則は、平成24年２月１日から施行することにしました。 
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（平成24年大阪市規則第６号 総務局行政部行政課） 

◇大阪市副市長の事務分担等に関する規則 

１ 副市長の就任に伴い、大阪市副市長の事務分担等に関する規則を制定する

ことにしました。 

２ 副市長が分担する局等の事務を定めることにしました。 

３ 副市長が共同で担任する事務を定めることにしました。 

４ 副市長に事故があるとき等の取扱いを定めることにしました。 

５ 市長の職務代理の順序を定めることにしました。 

６ この規則は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市規則第７号 総務局行政部行政課） 

◇臨時的任用職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

１ 臨時的に任用される臨床心理職員の給料の日額を定めることにしました。 

２ この規則は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成23年大阪市規則第８号 総務局人事部給与課） 

◇特別職の職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

１ 市長の秘書の職を占める職員の期末手当に関する事項を定めることにしま

した。 

２ この規則は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市規則第９号 総務局人事部給与課） 

◇非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する規

則 

１ 人事制度改革に関する指導及び助言等の補佐等の業務を行う非常勤の職員

の報酬の額を定めました。 

２ この規則は、平成24年２月１日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市規則第10号 総務局人事部給与課） 

◇大阪市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

１ 城北４駐車場等を設置することにしました。 

２ 津守－西駐車場を廃止することにしました。 

３ この規則は、平成24年２月29日から施行することにしました。ただし、一

部の規定は同年２月17日から施行することにしました。 

（平成24年大阪市規則第12号 都市整備局住宅部管理課） 

 

 

公布された規程のあらまし 

 

 

◇大阪市交通局事務分掌規程の一部を改正する規程 

１ 総務部に鉄道事業改革担当課長及び自動車事業改革担当課長を新設すると

ともに、経営改善担当課長を廃止することにしました。 

２ この規程は、平成24年２月１日から施行することにしました。 
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（平成24年大阪市交通事業管理規程第１号 交通局総務部総務課） 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる条例を公布する。 

特別職の秘書の職の指定等に関する条例 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

市長の秘書の職を占める職員の給料月額の特例に関する条例 

職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部を改正する条例 

職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

大阪市市税条例の一部を改正する条例 

大阪市特定非営利活動促進法施行条例 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例 

  平成24年１月31日 

大阪市長  橋 下   徹  

 

 

 

大阪市条例第１号 

   特別職の秘書の職の指定等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第３条第３項第４号の規定に基づき、特別職の秘書の職を指定すると

ともに、当該秘書の職を占める職員の定数及び任期を定めるものとする。 

（秘書の職の指定） 

第２条 法第３条第３項第４号の条例で指定する秘書の職は、市長の秘書の職

とする。 

（定数） 

第３条 前条の市長の秘書の職を占める職員（以下「秘書」という。）の定数

は、２人以内とする。 

（任期） 

第４条 秘書の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

   附 則 

この条例は、平成24年２月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済）  

条      例 
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大阪市条例第２号 

   職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の給与に関する条例（昭和31年大阪市条例第29号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１項第６号中「別表第５」を「別表第６」に改め、同号を同項第７

号とし、同項中第５号の次に次の１号を加える。 

 (6) 指定職給料表（別表第５） 

 第４条第４項中「職員（」を「職員（指定職給料表の適用を受ける職員及び」

に改める。 

 第22条の３第１項及び第２項中「別表第５」を「別表第６」に改め、同条を

第22条の４とし、第22条の２を第22条の３とし、第22条の次に次の１条を加え

る。 

（指定職給料表の適用を受ける職員の給与等） 

第22条の２ 指定職給料表の適用を受ける職員の号給は、人事委員会規則で定

める基準に従い決定する。 

２ 第５条から第５条の３まで、第９条の２から第11条まで、第11条の３及び

第12条の２から第20条の３までの規定は、指定職給料表の適用を受ける職員

には適用しない。 

 別表第５を別表第６とし、別表第４の次に次の１表を加える。 

別表第５ 

   指  定  職  給  料  表 

号  給 給 料 月 額 

１ 

２ 

776,000円 

912,000円 

 備考 この表は、区長の職にある職員で市長が定めるものに適用する。 

   附 則 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済）          

 

 

 

大阪市条例第３号 

   特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

特別職の職員の給与に関する条例（昭和26年大阪市条例第９号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条に次の１号を加える。 
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(6) 特別職の秘書の職の指定等に関する条例（平成24年大阪市条例第１号）

第２条の市長の秘書の職を占める職員 

 第２条第２項中「第３号まで」を「第３号まで及び第６号」に改める。 

 第３条第１項中「に掲げる職員に」を「及び第６号に掲げる職員に」に改め、

同項ただし書中「に掲げる職員の」を「及び第６号に掲げる職員の」に改め、

「別表に掲げる」を削り、同条第２項中「第３号まで」を「第３号まで及び第

６号」に改める。 

 第４条第１項中「第４号まで」を「第４号まで及び第６号」に改め、同条第

２項中「第３号まで」を「第３号まで及び第６号」に改め、同項に次の１号を

加える。 

(4) 第１条第６号に掲げる職員 100分の12.5 

第４条第４項中「職員」を「職員（第１条第６号に掲げる職員を除く。）」に

改める。 

 別表中 

「 

識見を有する者のうちから

選任された常勤の監査委員

代表監査委員 860,000円 

代表監査委員以外の監査委員 730,000円 

」 

を 

「 

識見を有する者のうちから 

選任された常勤の監査委員 

代表監査委員 860,000円 

代表監査委員以外の監査委員 730,000円 

特別職の秘書の職の指定等に関する条例第２条の市長の秘

書の職を占める職員 
405,200円 

」 

に改める。 

   附 則   

この条例は、平成24年２月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済）          

 

 

 

大阪市条例第４号 

   市長の秘書の職を占める職員の給料月額の特例に関する条例 

 特別職の職員の給与に関する条例（昭和26年大阪市条例第９号。以下「特別職

給与条例」という。）に基づく特別職の秘書の職の指定等に関する条例（平成24

年大阪市条例第１号）第２条の市長の秘書の職を占める職員の給料月額は、平成

24年２月分及び３月分に限り、特別職給与条例別表の規定にかかわらず、同表に

規定する額からその100分の５に相当する額を減じた額とする。ただし、特別職
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給与条例第４条第１項の規定による退職手当の額の算定の基礎となる給料月額

は、同表に規定する額とする。 

   附 則 

この条例は、平成24年２月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済）          

 

 

 

大阪市条例第５号 

   職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（平成４年大阪市条例第85号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「第２号」を「第３号」に改め、同項第１号中「地方公務員

法」を「指定職給料表の適用を受ける職員及び地方公務員法」に改め、同項中

第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 指定職給料表の適用を受ける職員 期末手当基礎額に、６月に支給する

場合においては100分の62.5、12月に支給する場合においては100分の77.5

を乗じて得た額 

 第２条第３項中「及び第５項」を削り、「別表第５」を「別表第６」に、「。

次項並びに」を「。次項及び」に改め、同条第４項中「その職員」を「当該職

員」に、「定める額」を「定める額（指定職給料表の適用を受ける職員にあっ

ては、給料の月額に100分の25を乗じて得た額）」に改める。 

 第３条第３項中「100分の135（」を「100分の135（指定職給料表の適用を受

ける職員にあっては、100分の155、」に改め、同条第４項中「第２項第１号」

を「第２項」に、「及び扶養手当の月額並びにこれら」を「の月額及びこれ」

に改め、「（課長代理級以上の職員にあっては、給料の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額）」を削り、同条中第５項を削り、同条第６項中「100

分の67.5」を「当該職員がそれぞれその基準日現在において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額を加算した額に100分の67.5（課長

代理級以上の職員にあっては、100分の87.5）」に、「課長代理級以上の」を「指

定職給料表の適用を受ける」に、「当該職員がそれぞれその基準日現在におい

て受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額を加算した額に

100分の87.5」を「100分の77.5」に改め、同項を同条第５項とし、同条中第７

項を第６項とする。 

 第６条第２項中「第７項」を「第６項」に改める。 

   附 則   

（施行期日） 

１ この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成24年６月に職員（指定職給料表の適用を受ける職員並びにこの条例に
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よる改正後の職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（以下「改正後の条

例」という。）第２条第２項第１号に規定する再任用職員及び同号に規定する

課長代理級以上の職員（以下「課長代理級以上の職員」という。）を除く。以

下「係長級以下の職員」という。）に支給すべき勤勉手当に係る改正後の条

例第３条第２項第１号の勤勉手当基礎額については、同条第４項の規定にか

かわらず、それぞれその基準日現在において当該職員が受けるべき給料及び

扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。 

３ 平成24年６月に改正後の条例第３条第２項第１号に掲げる職員（同号に規

定する育児休業に伴う任期付職員及び改正後の条例第２条第３項に規定する

育児短時間勤務に伴う任期付短時間勤務職員並びに一般職の任期付職員の採

用及び給与の特例に関する条例（平成17年大阪市条例第18号）第８条第１項

に規定する任期付職員及び同条第２項に規定する任期付短時間勤務職員を除

く。第５項において同じ。）に対して支給する勤勉手当の額の総額は、改正

後の条例第３条第５項の規定にかかわらず、前項の規定による当該職員の勤

勉手当基礎額に100分の67.5を乗じて得た額（指定職給料表の適用を受ける

職員にあっては、当該職員に係る同号の勤勉手当基礎額に100分の77.5を乗

じて得た額、課長代理級以上の職員にあっては、当該職員に係る同号の勤勉

手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額を加算した額に100分の87.5を乗

じて得た額）の総額を超えてはならない。 

４ 平成24年12月及び平成25年６月に係長級以下の職員に支給すべき勤勉手当

に係る改正後の条例第３条第２項第１号の勤勉手当基礎額については、同条

第４項の規定にかかわらず、それぞれその基準日現在において当該職員が受

けるべき給料の月額及び扶養手当の月額に100分の50を乗じて得た額並びに

これらに対する地域手当の月額（その額に１円未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた額）の合計額とする。 

５ 平成24年12月及び平成25年６月に改正後の条例第３条第２項第１号に掲げ

る職員に対して支給する勤勉手当の額の総額は、同条第５項の規定にかかわ

らず、前項の規定による当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれそ

の基準日現在において受けるべき扶養手当の月額に100分の50を乗じて得た

額及びこれに対する地域手当の月額（その額に１円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）を加算した額に100分の67.5を乗じて得た額（指定職

給料表の適用を受ける職員にあっては、当該職員に係る同号の勤勉手当基礎

額に100分の77.5を乗じて得た額、課長代理級以上の職員にあっては、当該

職員に係る同号の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在にお

いて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額を加算した

額に100分の87.5を乗じて得た額）の総額を超えてはならない。 

（平24.１.31掲示済）          
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大阪市条例第６号 

   職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の旅費に関する条例（昭和32年大阪市条例第46号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第１項第２号中「もの」を「もの並びに特別職の秘書の職の指定等に関

する条例（平成24年大阪市条例第１号）第２条の市長の秘書の職を占める者」に

改める。 

 第10条第１項第３号中「市長等」を「市長等及び職員の給与に関する条例第

４条第１項第６号に規定する指定職給料表（以下「指定職給料表」という。）

の適用を受ける者」に改める。 

 第11条第１項第１号ア及び第２号ア並びに第５号中「市長等」を「市長等及

び指定職給料表の適用を受ける者」に改める。 

 別表第１中    

「 

市長等 3,300円 16,500円 3,300円 

」 

を 

「 

市長等 3,300円 16,500円 3,300円 

指定職給料表の適用

を受ける者 

3,000円 14,800円         3,000円 

」 

に改める。 

 別表第２中「５級以上」を「指定職給料表の適用を受ける者及び５級以上」

に改める。 

 別表第３中 

「 

市長等 9,400円 7,900円 6,300円 5,700円 29,000円 24,200円 19,400円 17,400円 8,000円 

                                  」 

を 

「 

市長等 9,400円 7,900円 6,300円 5,700円 29,000円 24,200円 19,400円 17,400円 8,000円 

指定職給

料表の適

用を受け

る者 

8,300円 7,000円 5,600円 5,100円 25,700円 21,500円 17,200円 15,500円 7,700円 

                                  」 

に改める。 
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   附 則   

この条例は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項第２号

の改正規定は、平成24年２月１日から施行する。  

（平24.１.31掲示済）          

 

 

 

大阪市条例第７号 

   職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の退職手当に関する条例（昭和24年大阪市条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第５条の２第１項中各号を次のように改める。 

(1) 第１号区分 62,500円 

(2) 第２号区分 50,000円 

(3) 第３号区分 45,850円 

(4) 第４号区分 41,700円 

(5) 第５号区分 33,350円 

(6) 第６号区分 25,000円 

(7) 第７号区分 20,850円 

(8) 第８号区分 16,700円 

(9) 第９号区分 ０ 

 第７条第３項中「職員を」を「職員及び同条第２項の規定により任期を定め

て採用された職員で職員の給与に関する条例第４条第１項第６号に規定する指

定職給料表の適用を受けるものを」に改める。 

   附 則   

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第８号 

大阪市市税条例の一部を改正する条例 

第１条 大阪市市税条例（昭和29年大阪市条例第16号）の一部を次のように改

正する。 

第９条第１項第２号中「不服申立て」を「不服申立て又は訴え」に改める。 

第14条の２第１項中「第２章」を「第２章（第８条を除く。）」に、「第

３章」を「第３章（第14条を除く。）」に改める。 

第31条第６項中「当該純損失」を「当該純損失の金額」に改め、「その提

出期限まで（国の税務官署においてやむを得ない事情があると認めるときは、

その提出期限後）に」を削り、「その後において」を「当該純損失の金額の
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生じた年の末日の属する年度の翌々年度以後の年度分の市民税について連続

して」に改め、「（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたものを含む。）」及び「連続して」を削り、同条第７

項中「第37条第１項第４号に掲げる事項を記載した同条第１項」を「第37条

第１項」に改め、「提出した場合（市長においてやむを得ない事情があると

認める場合には、これらの申告書をその提出期限後において市民税の納税通

知書が送達される時までに提出した場合を含む。）において」を「提出し、

かつ」に改め、「（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたものを含む。）」を削る。 

第32条第１項第４号イ中「確定拠出年金法」を「確定拠出年金法第３条第

３項第７号の２に規定する企業型年金加入者掛金又は同法」に改める。 

第35条の２第１項第２号ウ中「並びに租税特別措置法」を「、租税特別措

置法」に、「及び第10条の２の２から第10条の７まで」を「、第10条の２の

２から第10条の６まで及び第10条の７（東日本大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律（以下「震災特例法」という。）第10条の

４の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定による控除額並

びに震災特例法第10条の２及び第10条の３」に改める。 

第52条第７項中「第20条の９の３第５項」を「第20条の９の３第６項」に

改める。 

第53条第１項中「７年」を「９年」に改め、「、第42条の５の２第５項」

及び「、第42条の７第７項」を削り、同条第３項中「７年以内」を「９年以

内」に、「前７年内事業年度」を「前９年内事業年度」に改め、同条第５項

中「７年」を「９年」に改め、「、第42条の５の２第５項」及び「、第42条

の７第７項」を削り、同条第６項中「７年以内」を「９年以内」に、「前７

年内連結事業年度」を「前９年内連結事業年度」に改め、同条第８項中「７

年」を「９年」に改め、「、第42条の５の２第５項」及び「、第42条の７第

７項」を削り、同条第９項中「７年以内」を「９年以内」に、「前７年内事

業年度」を「前９年内事業年度」に改め、同条第11項中「７年」を「９年」

に改め、「、第42条の５の２第５項」及び「、第42条の７第７項」を削り、

同条第12項中「７年以内」を「９年以内」に、「前７年内連結事業年度」を

「前９年内連結事業年度」に改める。 

第53条の16の２第１項中「及び第53条の17」を「、第53条の17及び附則第

127項の５」に改める。 

第100条中「4,618円」を「5,262円」に改める。 

附則第110項の２及び第110項の３を削る。 

附則第112項中「第42条の11第５項」を「第42条の11第５項、経済社会の

構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律（平成23年法律第114号。以下この項において「平成23年所得税法等改

正法」という。）附則第55条の規定によりなお効力を有することとされる平

成23年所得税法等改正法第19条の規定による改正前の租税特別措置法第42条
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の５第５項若しくは平成23年所得税法等改正法附則第58条の規定によりその

例によることとされる平成23年所得税法等改正法第19条の規定による改正前

の租税特別措置法第42条の７第７項」に改める。 

附則第113項中「2,190円」を「2,495円」に改める。 

附則第122項中「定めるもの」を「定めるもの（以下この項において「災

害関連支出」という。）」に、「）については」を「）がある場合には、特

例損失金額（災害関連支出がある場合には、次項に規定する申告書の提出の

日の前日までに支出したものに限る。以下この項において「損失対象金額」

という。）について」に、「当該特例損失金額」を「当該損失対象金額」に、

「年度分」を「年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の

翌年度分」に、「平成23年に」を「当該損失対象金額が生じた年に」に改め

る。 

附則第125項中「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律（以下「震災特例法」という。）」を「震災特例法」に改める。 

附則第127項の次に次の４項を加える。 

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例） 

127の２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大

震災により滅失（震災特例法第11条の６第１項に規定する滅失をいう。以

下この項において同じ。）をしたことによつてその居住の用に供すること

ができなくなつた市民税の所得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家

屋の敷地の用に供されていた土地又は当該土地の上に存する権利の譲渡 

（震災特例法第11条の４第６項に規定する譲渡をいう。）をした場合に

は、第35条の２第１項第２号イ中「第31条の３」とあるのは「第31条の

３（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、第53

条の16の２第３項中「第37条の９の５まで」とあるのは「第37条の９の

５まで（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）」と、

第53条の16の４第１項中「租税特別措置法第31条の３第１項」とあるの

は「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第11条の６第１項の規定により適用される租税特別措置法第31条の３

第１項」として、第35条の２、第53条の16の２又は第53条の16の４の規

定を適用する。 

127の３ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けようとする年度分の第37

条第１項又は第３項の規定による申告書（その提出期限後において市民税

の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提出

された第38条第１項の確定申告書を含む。）に、前項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り、適

用する。 
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（東日本大震災に係る買換資産の取得期間等の延長の特例） 

127の４ 附則第103項の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者 

（平成22年１月１日から平成23年３月11日までの間に法附則第４条第１項

第１号に規定する譲渡資産の譲渡をした者に限る。）が、東日本大震災に

起因するやむを得ない事情により、同号に規定する買換資産を同号に規定

する特定譲渡の日の属する年の前年１月１日から当該特定譲渡の日の属す

る年の翌年12月31日までの期間（以下この項において「取得期間」という。）

内に取得（同号に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をす

ることが困難となつた場合において、当該取得期間の初日から当該取得期

間を経過した日以後２年以内の日で政令で定める日までの期間内に当該買

換資産の取得をする見込みであり、かつ、総務省令で定めるところにより

市長の承認を受けたとき（震災特例法第12条の２第２項の税務署長の承認

を受けたときを含む。）は、当該取得期間の初日から当該政令で定める日

までの期間を取得期間とみなして、附則第103項から第107項の３までの規

定を適用する。 

127の５ 第53条の16の２第２項の規定の適用を受けた土地等の譲渡の全部

又は一部が、東日本大震災に起因するやむを得ない事情により、同項に規

定する期間（その末日が平成23年12月31日であるものに限る。）内に租税

特別措置法第31条の２第２項第12号から第16号までに掲げる土地等の譲渡

に該当することが困難となつた場合で政令で定める場合において、平成24

年１月１日から起算して２年以内の日で政令で定める日までの期間内に当

該譲渡の全部又は一部がこれらの規定に掲げる土地等の譲渡に該当するこ

ととなることが確実であると認められることにつき総務省令で定めるとこ

ろにより証明がされたときは、当該譲渡の日から当該政令で定める日まで

の期間を第53条の16の２第２項に規定する期間とみなして、同条の規定を

適用する。 

附則第128項の見出しを「（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控

除の適用期間等の特例）」に改め、同項の次に次の１項を加える。 

128の２ 市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法

第13条第３項若しくは第４項又は第13条の２第１項から第５項までの規定

の適用を受けた場合における第35条の２及び第35条の２の２の規定の適用

については、第35条の２第１項第１号中「又は阪神・淡路大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第16条第１項から第３項ま

で」とあるのは「、阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律第16条第１項から第３項まで又は東日本大震災の被災

者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第３項若しくは第

４項若しくは第13条の２第１項から第５項まで」と、「住宅借入金等の金

額」とあるのは「住宅借入金等の金額（東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第３項又は第４項の規定の適用

を受ける者の有する平成23年から平成25年までの居住年に係る同条第５項
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第１号に規定する新規住宅借入金等の金額を除く。）」と、「当該金額」

とあるのは「当該住宅借入金等の金額」と、「これらの規定」とあるのは

「租税特別措置法第41条第２項若しくは第41条の２、阪神・淡路大震災の

被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第16条第１項から第

３項まで又は東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関

する法律第13条第３項若しくは第４項若しくは第13条の２第１項から第５

項までの規定」と、「計算した同項」とあるのは「計算した租税特別措置

法第41条第１項」と、第35条の２の２第１項第１号中「又は阪神・淡路大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第16条第１項

から第３項まで」とあるのは「、阪神・淡路大震災の被災者等に係る国税

関係法律の臨時特例に関する法律第16条第１項から第３項まで又は東日本

大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第13条第３

項若しくは第４項若しくは第13条の２第１項から第５項まで」とする。 

附則第132項中「附則第15条」を「附則第15条（第38項を除く。）」に改

める。 

附則第133項及び第134項中「所在した」を「所在していた」に改める。 

附則第135項中「所在した」を「所在していた」に、「附則第15条」を「附

則第15条（第38項を除く。）」に改める。 

第２条 大阪市市税条例の一部を次のように改正する。 

第35条の２第１項第２号ウ中「第10条の６まで及び第10条の７」を「第10

条の５まで及び第10条の６」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中大阪市市税条例第53条の改正規定及び同条例附則第112項の改

正規定並びに附則第５項の規定 平成24年４月１日 

(2) 第１条中大阪市市税条例第14条の２第１項及び第32条第１項第４号イの

改正規定並びに同条例附則第110項の２及び第110項の３を削る改正規定並

びに次項及び附則第４項の規定 平成25年１月１日 

(3) 第１条中大阪市市税条例第100条の改正規定及び同条例附則第113項の改

正規定並びに第２条の規定並びに附則第６項の規定 平成25年４月１日 

（大阪市行政手続条例の適用除外に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の大阪市市税条例（以下「新条例」という。）

第14条の２第１項の規定は、平成25年１月１日以後にする同項に規定する行

為について適用し、同日前にした第１条の規定による改正前の大阪市市税条例

（以下「旧条例」という。）第14条の２第１項に規定する行為については、な

お従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

３ 新条例第31条第６項及び第７項の規定は、平成24年度以後の年度分の個人
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の市民税について適用し、平成23年度分までの個人の市民税については、な

お従前の例による。 

４ 平成24年12月31日以前に支払うべき退職手当等（旧条例第53条の６に規定

する退職手当等をいう。）に係る旧条例附則第110項の２に規定する分離課

税に係る所得割については、なお従前の例による。 

５ 新条例第53条第１項、第３項、第５項、第６項、第８項、第９項、第11項

又は第12項の規定は、平成20年４月１日以後に終了した事業年度において生

じた同条第１項の連結適用前欠損金額若しくは連結適用前災害損失欠損金額、

同日以後に終了した連結事業年度において生じた同条第５項の控除対象個別

帰属税額、同日以後に終了した事業年度若しくは計算期間において損金の額

が益金の額を超えることとなったため還付を受けた同条第８項の控除対象還

付法人税額又は同日以後に終了した連結事業年度において損金の額が益金の

額を超える場合における同条第11項の控除対象個別帰属還付税額について適

用し、同日前に終了した事業年度において生じた旧条例第53条第１項の連結

適用前欠損金額若しくは連結適用前災害損失欠損金額、同日前に終了した連

結事業年度において生じた同条第５項の控除対象個別帰属税額、同日前に終

了した事業年度若しくは計算期間において損金の額が益金の額を超えること

となったため還付を受けた同条第８項の控除対象還付法人税額又は同日前に

終了した連結事業年度において損金の額が益金の額を超える場合における同

条第11項の控除対象個別帰属還付税額については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

６ 平成25年４月１日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税について

は、なお従前の例による。 

（平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第９号 

大阪市特定非営利活動促進法施行条例 

（趣旨） 

第１条 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号。以下「法」という。）

の施行については、別に定めがあるものを除くほか、この条例の定めるとこ

ろによる。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、特段の定めがある場合を除くほか、

法の例による。 

（設立の認証申請） 

第３条 法第10条第１項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければなら

ない。 

 (1)  申請者の氏名及び住所又は居所（法人にあっては、名称、主たる事務所
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の所在地及び代表者の氏名） 

 (2) 設立の認証を受けようとする特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項 

   ア 名称 

    イ 主たる事務所の所在地 

    ウ 代表者の氏名 

    エ 定款に記載された目的 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

２ 法第10条第１項第２号ハに規定する条例で定める書面は、次に掲げる書類

とする。 

 (1)  当該役員が住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の適用を受ける者で

ある場合にあっては、同法第12条第１項に規定する住民票の写し又は住民

票記載事項証明書  

 (2)  当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない者である場合にあっては、

当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書 

３ 前項第２号に掲げる書面が外国語で作成されているときは、翻訳者を明ら

かにした訳文を添付しなければならない。 

４ 第２項各号に掲げる書面は、法第10条第１項の申請書の提出の日前６月以

内に作成されたものでなければならない。 

（認証の申請の公告） 

第４条 法第10条第２項（法第25条第５項及び第34条第５項において準用する

場合を含む。次項において同じ。）の規定による公告は、大阪市公報に登載

することにより行うものとする。 

（縦覧期間中の補正） 

第５条 法第10条第３項（法第25条第５項及び第34条第５項において準用する

場合を含む。次項において同じ。）に規定する条例で定める軽微な不備は、

客観的に明白な誤記、誤字又は脱字であって、その記載の訂正が内容の同一

性に影響を与えない範囲であるものとする。 

２  法第10条第３項の規定により補正を行う場合は、補正後の申請書又は書類

を添付した所定の補正書を市長に提出しなければならない。 

（役員の変更の届出） 

第６条 法第23条第２項の規定により提出する法第10条第１項第２号ハに掲げ

る書類については、第３条第３項及び第４項の規定を準用する。この場合に

おいて、同項中「第10条第１項の申請書の提出の日」とあるのは「第23条第

１項の規定による届出の日」と読み替えるものとする。 

（定款の変更の認証申請） 

第７条 法第25条第４項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければなら

ない。 

 (1)  申請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

(2)  定款の変更の認証を受けようとする特定非営利活動法人に係る次に掲げ

る事項 
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    ア 定款の変更の内容 

    イ 定款の変更の理由 

（定款の変更の届出） 

第８条 法第25条第６項の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届出

書を市長に提出することにより行わなければならない。 

 (1)  届出者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

 (2)  定款の変更に係る次に掲げる事項 

   ア 定款の変更の内容 

   イ 定款の変更の時期 

   ウ 定款の変更の理由 

（社員総会の議事録） 

第９条 社員総会の議事録は、書面又は電磁的記録（法第14条の９第１項に規

定する電磁的記録をいう。）をもって作成しなければならない。 

２ 社員総会の議事録には、次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければな

らない。 

(1) 社員総会が開催された日時及び場所 

(2) 社員総会の議事の経過の要領及びその結果 

３ 法第14条の９第１項の規定により社員総会の決議があったものとみなされ

た場合における社員総会の議事録には、前項の規定にかかわらず、次に掲げ

る事項を記載し、又は記録しなければならない。 

(1) 社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

(2) 前号に規定する事項の提案をした者の氏名又は名称 

(3) 社員総会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

（事業報告書の作成） 

第10条 法第28条第１項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

 (1)  事業の実施状況 

 (2)  社員総会及び理事会その他の役員会の開催状況 

 (3)  前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

（事業報告書等の提出） 

第11条 法第29条の規定による事業報告書等の提出は、毎事業年度初めの３月

以内に行わなければならない。       

（事業報告書等の閲覧及び謄写） 

第12条 法第30条又は第56条（法第62条において準用する場合を含む。）の規

定による閲覧又は謄写（以下「閲覧又は謄写」という。）の請求をしようと

する者は、次に掲げる事項を記載した請求書を市長に提出しなければならな

い。 

 (1)  請求者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、主たる事

務所の所在地及び代表者の氏名） 
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 (2)  請求に係る書類の内容 

２ 前項に規定するもののほか、閲覧又は謄写の手続きについては、市規則で

定める。 

（合併の認証申請） 

第13条 法第34条第４項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければなら

ない。 

 (1) 合併の認証を受けようとする各特定非営利活動法人の名称、主たる事務

所の所在地及び代表者の氏名 

 (2) 合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人に係る次に

掲げる事項 

    ア 名称 

    イ 主たる事務所の所在地 

    ウ 代表者の氏名 

    エ 定款に記載された目的 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

２  法第34条第５項において準用する法第10条第１項第２号ハに規定する条例

で定める書面は、第３条第２項各号に掲げる書類とする。 

３ 前項の書類については、第３条第３項及び第４項の規定を準用する。この

場合において、同項中「第10条第１項」とあるのは、「第34条第５項におい

て準用する法第10条第１項」と読み替えるものとする。 

（合併の場合の貸借対照表等の備置き等） 

第14条 法第35条第１項の貸借対照表及び財産目録は、合併後存続する特定非

営利活動法人及び合併によって消滅する各特定非営利活動法人（合併によっ

て特定非営利活動法人を設立する場合にあっては、合併によって消滅する各

特定非営利活動法人）について作成し、同条第２項の規定により債権者が異

議を述べることができる期間が満了するまでの間、それぞれの事務所に備え

置くものとする。 

（認定の申請等） 

第15条 法第44条第２項（法第58条第２項において準用する場合を含む。）の

申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

 (1)  申請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

(2)  認定又は仮認定を受けようとする特定非営利活動法人に係る次に掲げる

事項 

    ア 設立の年月日 

イ 現に行っている事業の概要 

 (3)  前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

（公示事項） 

第16条 法第49条第２項（法第51条第５項において準用する場合、法第62条に

おいて準用する場合（法第63条第５項において準用する場合を含む。）及び

法第63条第５項において準用する場合を含む。）の規定による公示は、大阪
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市公報に登載することにより行うものとする。 

２ 法第49条第２項第５号（法第51条第５項において準用する場合、法第62条

において準用する場合（法第63条第５項において準用する場合を含む。）及

び法第63条第５項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める

事項は、定款に記載された目的とする。 

（認定の有効期間の更新申請） 

第17条 法第51条第３項の規定による申請は、次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出することにより行わなければならない。 

 (1)  申請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

 (2)  認定の更新を受けようとする認定特定非営利活動法人に係る次に掲げる

事項 

   ア 認定の有効期間 

   イ 現に行っている事業の概要 

 (3)  前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

（役員報酬規程等の提出） 

第18条 法第55条第１項（法第62条において準用する場合を含む。次項におい

て同じ。）の規定による書類の提出は、毎事業年度初めの３月以内に行わな

ければならない。 

２ 法第55条第１項の規定により提出する書類のうち、法第54条第２項第２号

に掲げる前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程については、

既に市長に提出されている役員報酬又は職員給与の支給に関する規程の内容

に変更がないときは、その旨を記載した書類をもってこれに代えることがで

きる。 

（助成金支給書類等の提出） 

第19条 法第55条第２項（法第62条において準用する場合を含む。）の規定に

よる書類の提出は、助成金の支給を行った場合における法第54条第３項の書

類の提出にあっては事後遅滞なく、海外への送金又は金銭の持出し（その金

額が200万円以下のものを除く。）を行う場合における同条第４項の書類の

提出にあっては事前に（災害に対する援助その他緊急を要する場合で事前の

提出が困難なときは、事後遅滞なく）、それぞれ行うものとする。 

（認定特定非営利活動法人等の合併の申請） 

第20条 法第63条第３項の規定による申請は、次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出することにより行わなければならない。 

 (1)  申請者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

 (2)  合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人に係る次に

掲げる事項 

   ア 名称 

   イ 主たる事務所の所在地 

   ウ 代表者の氏名 

   エ 現に行っている事業の概要 
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 (3)  前２号に掲げるもののほか、市規則で定める事項 

（電子文書法第３条第１項の条例で定める保存） 

第21条 法第75条の規定により読み替えて適用する民間事業者等が行う書面の

保存等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成16年法律第149号。

以下「電子文書法」という。）第３条第１項の条例で定める保存は、法第14

条（法第39条第２項において準用する場合を含む。以下同じ。）、法第28条

第１項及び第２項、第35条第１項、第54条第１項（法第62条において準用す

る場合（法第63条第５項において準用する場合を含む。）及び法第63条第５

項において準用する場合を含む。）並びに法第54条第２項から第４項まで（

法第62条においてこれらの規定を準用する場合を含む。以下同じ。）の規定

に基づく書面の備置きとする。 

（電磁的記録による保存） 

第22条 特定非営利活動法人が、電子文書法第３条第１項の規定に基づき、前

条に規定する書面の備置きに代えて当該書面に係る電磁的記録（電子文書法

第２条第４号に規定する電磁的記録をいう。以下同じ。）の保存（電子文書

法第２条第５号に規定する保存をいう。）を行う場合は、市規則で定める方

法によらなければならない。 

（電子文書法第４条第１項の条例で定める作成） 

第23条 法第75条の規定により読み替えて適用する電子文書法第４条第１項の

条例で定める作成は、法第14条、第28条第１項、第35条第１項及び第54条第

２項から第４項までの規定に基づく書面の作成とする。 

（電磁的記録による作成） 

第24条 特定非営利活動法人が、電子文書法第４条第１項の規定に基づき、前

条に規定する書面の作成に代えて当該書面に係る電磁的記録の作成（電子文

書法第２条第６号に規定する作成をいう。）を行う場合は、市規則で定める

方法によらなければならない。 

（電子文書法第５条第１項の条例で定める縦覧等） 

第25条 法第75条の規定により読み替えて適用する電子文書法第５条第１項の

条例で定める縦覧等は、法第28条第３項並びに第52条第４項及び第54条第５

項（法第62条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定に基づ

く書面の閲覧とする。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第26条 特定非営利活動法人が、電子文書法第５条第１項の規定に基づき、前

条に規定する書面の閲覧に代えて当該書面に係る電磁的記録に記録されてい

る事項の縦覧等（電子文書法第２条第８号に規定する縦覧等をいう。）を行

う場合は、市規則で定める方法によらなければならない。 

（施行の細目） 

第27条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

      附 則 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 
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             （平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市条例第10号 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例                 

（目的） 

第１条 この条例は、建築物の環境配慮に関し、本市、建築主等及び市民の責

務を明らかにするとともに、建築物に係る総合的な環境評価に関し必要な事

項を定め、建築主等の環境に対する自主的な取組を促進することにより、快

適で環境にやさしい建築物の普及を図り、市民が安全で健康かつ快適な生活

を営むことのできる都市の良好な環境を確保し、もって現在及び将来の市民

の健康で文化的な生活の持続的な確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（1） 建築物 建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第

２条第１号に規定する建築物をいう。 

（2） 建築主 法第２条第16号に規定する建築主をいう。 

（3） 特定建築物 床面積（増築又は改築を行う場合にあっては、当該増築又

は改築に係る部分の床面積。第５号において同じ。）の合計が2,000平方

メートル以上の建築物のうち市規則で定めるものをいう。 

（4） 特定建築主 特定建築物の新築、増築又は改築（以下「新築等」という。）

をしようとする者をいう。 

（5） 準特定建築物 床面積の合計が300平方メートル以上2,000平方メートル

未満の建築物のうち市規則で定めるものをいう。 

（6） 準特定建築主 準特定建築物の新築等をしようとする者をいう。 

（7） 特定所有者 床面積の合計が300平方メートル以上の建築物のうち市規

則で定めるものを所有する者をいう。 

（8） 建築物の環境配慮 建築物の環境への負荷を低減することその他の建築

物に関する環境への配慮をいう。 

（本市の責務） 

第３条 本市は、この条例の目的を達成するため、建築主、建築物を所有する者

及び市民との連携を図りながら、建築物の環境配慮に関する施策を策定し、及

び実施するものとする。 

（建築主等の責務） 

第４条 建築主は、建築物の環境配慮に関する情報の提供、新築等の工事時に

おける環境への負荷の低減の取組その他の建築物の環境配慮のために適切な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 建築物を所有する者は、その所有する建築物について、建築物の環境配慮
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のために適切な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 建築主及び建築物を所有する者は、本市が実施する建築物の環境配慮に関

する調査に協力する責務を有する。 

４ 前３項に定めるもののほか、建築主及び建築物の所有者は、本市が実施す

る建築物の環境配慮に関する施策に協力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、本市が実施する建築物の環境配慮に関する施策に協力する責

務を有する。 

（建築物総合環境評価基準の策定等） 

第６条 市長は、次に掲げる事項について、建築主が建築物の環境配慮のため

の措置を適切に実施するための基準（以下「建築物総合環境評価基準」とい

う。）を定めるものとする。 

（1） エネルギーの使用の抑制に関する事項 

（2） 資源及び資材の適正な利用に関する事項 

（3） 敷地外の環境への負荷の低減に関する事項 

（4） 室内環境の向上に関する事項 

（5） 建築物の長期間にわたる使用の促進に関する事項 

（6） 周辺地域の環境の保全に関する事項 

（7） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 市長は、建築物の環境配慮に係る性能（以下「環境性能」という。）の評

価を表記した標章（以下「建築物環境性能表示」という。）の様式及びその

表示に関する基準（以下「表示基準」という。）を定めるものとする。 

３ 建築物総合環境評価基準及び表示基準は、科学的知見、技術水準その他の

事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な変更を

するものとする。 

４ 市長は、建築物総合環境評価基準、建築物環境性能表示の様式及び表示基

準を定め、又は変更したときは、これを公表するものとする。 

（建築物総合環境計画書等の作成等） 

第７条 特定建築主は、市規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載

した建築物の環境配慮のための措置に係る計画書（以下「建築物総合環境計

画書」という。）を作成し、当該特定建築物の新築等の工事に着手する日前

の市規則で定める日までに、市長に届け出なければならない。 

（1） 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び

代表者の氏名） 

（2） 特定建築物の名称及び所在地 

（3） 設計者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所

在地及び代表者の氏名） 

（4） 特定建築物の概要 

（5） 建築物の環境配慮のために講じようとする措置 

（6） 建築物総合環境評価基準による評価結果 
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（7） 建築物環境性能表示の広告への表示の予定の有無及び予定している場合

にはその表示内容 

（8） 第11条の規定による認定を受けた場合には当該認定を行った者の氏名 

２ 準特定建築主及び特定所有者のうち第２条第７号に規定する建築物の改修

（建築物に関する新築等以外の工事をいう。）をしようとするものは、前項

の規定に準じて、建築物総合環境計画書を作成し、市長に届け出ることがで

きる。 

３ 特定所有者は、市規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

建築物の環境配慮のための措置を評価した評価書（以下「建築物総合環境評

価書」という。）を作成し、市長に届け出ることができる。 

（1） 氏名及び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び

代表者の氏名） 

（2） 建築物の名称及び所在地 

（3） 建築物の概要 

（4） 建築物の環境配慮のための措置 

（5） 建築物総合環境評価基準による評価結果 

（6） 建築物環境性能表示の広告への表示の予定の有無及び予定している場合

にはその表示内容 

（7） 第11条の規定による認定を受けた場合には当該認定を行った者の氏名 

４ 市長は、第１項若しくは第２項の規定による建築物総合環境計画書の届出

又は前項の規定による建築物総合環境評価書の届出があったときは、市規則

で定めるところにより、その概要を公表するものとする。 

５ 第１項又は第２項の規定により建築物総合環境計画書の届出をした者は、

当該建築物総合環境計画書に従い、建築物の環境配慮のための措置を講ずる

ものとする。 

（建築物総合環境計画書の変更の届出等） 

第８条 前条第１項又は第２項の規定により建築物総合環境計画書の届出をし

た者は、これらの規定に規定する工事が完了するまでに当該届出に係る同条

第１項各号に掲げる事項の変更をしようとするときは、市規則で定めるとこ

ろにより、その旨を市長に届け出なければならない。ただし、軽微な変更そ

の他の市規則で定める変更については、この限りでない。 

２ 前条第４項の規定は、前項の規定による届出について準用する。この場合

において、当該届出をした者は、当該届出に係る変更後の建築物総合環境計

画書に従い、建築物の環境配慮のための措置を講ずるものとする。 

 （新築等の取りやめの届出等） 

第９条 第７条第１項又は第２項の規定により建築物総合環境計画書の届出を

した者は、これらの規定に規定する工事を取りやめたときは、市規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 第７条第４項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（工事完了の届出等） 
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第10条 第７条第１項又は第２項の規定により建築物総合環境計画書の届出を

した者は、これらの規定に規定する工事が完了したときは、市規則で定める

ところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 第７条第４項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（有資格者による認定） 

第11条 次条第１項若しくは第２項又は第15条第１項から第４項までの規定によ

り建築物環境性能表示の広告への表示を行う場合においては、あらかじめ、市

規則で定める資格を有する者により、第７条第１項第６号又は同条第３項第

５号に掲げる建築物総合環境評価基準による評価結果が適正である旨の認定

を受けなければならない。 

（特定建築主による建築物環境性能表示の表示等） 

第12条 特定建築主は、特定建築物の全部又は一部の販売又は賃貸を目的とし

た広告で市規則で定めるものをしようとするときは、表示基準に基づき、当

該広告中に建築物環境性能表示を表示しなければならない。 

２ 特定建築主は、特定建築物の全部又は一部の販売又は賃貸の媒介又は代理

の依頼を行った場合において、当該販売又は賃貸の媒介又は代理の依頼を受

けた者（以下「特定建築物販売等受託者」という。）が当該特定建築物の全

部又は一部の販売又は賃貸を目的とした広告で市規則で定めるものをしよう

とするときは、表示基準に基づき、当該広告中に当該特定建築物販売等受託

者をして建築物環境性能表示を表示させなければならない。 

３ 前項に規定する場合において、特定建築物販売等受託者は、同項の規定に

よる表示に協力しなければならない。 

（特定建築主による建築物環境性能表示の表示の届出） 

第13条 特定建築主は、最初に前条第１項の規定による表示をし、又は最初に

同条第２項の規定による表示をさせたときは、市規則で定めるところにより、

その旨を市長に届け出なければならない。同条第１項の規定による表示をし、

又は同条第２項の規定による表示をさせた後、建築物環境性能表示の内容に

変更が生じた場合において、当該変更後の建築物環境性能表示を最初に表示

し、又は最初に特定建築物販売等受託者をして表示させたときも同様とする。 

（特定建築主等による環境性能の説明） 

第14条 特定建築主及び特定建築物販売等受託者は、第12条第１項又は第２項

に規定する広告をした特定建築物を購入し、又は賃借しようとする者に対し、

当該特定建築物に係る環境性能を説明するよう努めなければならない。 

（準特定建築主等による建築物環境性能表示の表示等） 

第15条 準特定建築主（第７条第２項の規定により建築物総合環境計画書の届

出をした者に限る。次項、第17条、第18条第２項及び第３項並びに第20条第

２項において同じ。）は、準特定建築物の全部又は一部の販売又は賃貸を目

的とした広告で市規則で定めるものをしようとするときは、表示基準に基づ

き、当該広告中に建築物環境性能表示を表示することができる。 

２ 準特定建築主は、準特定建築物の全部又は一部の販売又は賃貸の媒介又は
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代理の依頼を行った場合において、当該販売又は賃貸の媒介又は代理の依頼

を受けた者（以下「準特定建築物販売等受託者」という。）が当該準特定建

築物の全部又は一部の販売又は賃貸を目的とした広告で市規則で定めるもの

をしようとするときは、表示基準に基づき、当該広告中に当該準特定建築物

販売等受託者をして建築物環境性能表示を表示させることができる。 

３ 第７条第１項から第３項までの規定により建築物総合環境計画書又は建築

物総合環境評価書の届出がされた建築物（以下「届出済建築物」という。）

を所有する者は、当該届出済建築物の全部又は一部の販売又は賃貸を目的と

した広告で市規則で定めるものをしようとするときは、表示基準に基づき、

当該広告中に建築物環境性能表示を表示することができる。 

４ 届出済建築物を所有する者は、届出済建築物の全部又は一部の販売又は賃

貸の媒介又は代理の依頼を行った場合において、当該販売又は賃貸の媒介又

は代理の依頼を受けた者（以下「届出済建築物販売等受託者」という。）が

当該届出済建築物の全部又は一部の販売又は賃貸を目的とした広告で市規則

で定めるものをしようとするときは、表示基準に基づき、当該広告中に当該

届出済建築物販売等受託者をして建築物環境性能表示を表示させることがで

きる。 

５ 第２項及び前項に規定する場合において、準特定建築物販売等受託者及び

届出済建築物販売等受託者は、これらの規定による表示に協力しなければな

らない。 

（準特定建築主等による建築物環境性能表示の表示の届出） 

第16条 第13条の規定は、前条第１項から第４項までの規定による建築物環境

性能表示の表示について準用する。 

（準特定建築主等による環境性能の説明） 

第17条 準特定建築主及び準特定建築物販売等受託者並びに届出済建築物を所

有する者及び届出済建築物販売等受託者は、第15条第１項から第４項までに

規定する広告をした建築物を購入し、又は賃借しようとする者に対し、当該

建築物に係る環境性能を説明するよう努めなければならない。 

（指導及び助言） 

第18条 市長は、届出済建築物の環境配慮を図るために必要があると認めると

きは、第７条第１項から第３項までの規定により建築物総合環境計画書又は

建築物総合環境評価書の届出をした者に対し、当該建築物総合環境計画書又

は建築物総合環境評価書の内容について、必要な指導又は助言を行うことが

できる。 

２ 市長は、第12条第１項若しくは第２項の規定による特定建築物の建築物環

境性能表示の表示をした特定建築主若しくは特定建築物販売等受託者、第15

条第１項若しくは第２項の規定による準特定建築物の建築物環境性能表示の

表示をした準特定建築主若しくは準特定建築物販売等受託者又は同条第３項

若しくは第４項の規定による届出済建築物の建築物環境性能表示の表示をし

た特定所有者若しくは届出済建築物販売等受託者に対し、これらの規定によ
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る表示の的確な実施を確保するため必要があると認めるときは、必要な指導

又は助言を行うことができる。 

３ 市長は、第12条第１項若しくは第２項の規定による特定建築物の建築物環

境性能表示の表示をした特定建築主若しくは特定建築物販売等受託者、第15

条第１項若しくは第２項の規定による準特定建築物の建築物環境性能表示の

表示をした準特定建築主若しくは準特定建築物販売等受託者又は同条第３項

若しくは第４項の規定による届出済建築物の建築物環境性能表示の表示をし

た特定所有者若しくは届出済建築物販売等受託者に対し、第14条又は第17条

の規定による説明の的確な実施を確保するため必要があると認めるときは、

必要な指導又は助言を行うことができる。 

 （報告等の徴収） 

第19条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、第７条第１項から第

３項までの規定により建築物総合環境計画書又は建築物総合環境評価書の届

出をした者に対し、建築物の環境配慮に係る措置の実施状況その他必要な事

項について報告又は資料の提出を求めることができる。 

（勧告及び公表） 

第20条 市長は、正当な理由なく第７条第１項、第８条第１項、第９条第１項、

第10条第１項、第13条又は第16条の規定に違反していると認められる者に対

し、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

２ 市長は、第12条第１項の規定による特定建築物の建築物環境性能表示の表

示をした特定建築主、第15条第１項の規定による準特定建築物の建築物環境

性能表示の表示をした準特定建築主又は同条第３項の規定による届出済建築

物の建築物環境性能表示の表示をした特定所有者が、正当な理由なく第18条

第２項の規定による指導又は助言に従わず、かつ、第12条第１項又は第15条

第１項若しくは第３項の規定による表示が表示基準に照らして著しく不適切

であると認めるときは、当該特定建築主、準特定建築主又は特定所有者に対

し、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

３ 市長は、前２項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なくその勧告に

従わなかったときは、その旨、勧告の内容及び当該勧告を受けた者の氏名及

び住所（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏

名）を公表することができる。 

４ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該

公表をされるべき者にその理由を通知し、意見を聴くとともに、有利な証拠

の提出の機会を与えるものとする。 

（表彰） 

第21条 市長は、建築物の環境配慮に関し特に優れた取組をした者を表彰する

ことができる。 

（大阪市建築物環境配慮推進委員会） 

第22条 建築物の環境配慮に関する事項について、市長の諮問に応じて調査審

議するため、大阪市建築物環境配慮推進委員会（以下「委員会」という。）
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を置く。 

２ 委員会は、前項に規定する事項について、市長に意見を述べることができ

る。 

３ 委員会は、委員５人以内で組織する。 

４ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから、市長が委嘱

する。 

５ 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

ただし、再任を妨げない。 

６ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市規則で定める。 

（施行の細目） 

第23条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（平24.１.31掲示済） 

 

 

 

 

 

 

 大阪市事務分掌規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成24年１月27日 

大阪市長   橋 下   徹  

大阪市規則第６号 

大阪市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 大阪市事務分掌規則（昭和24年大阪市規則第133号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第２政策企画室の項中 

「 

政策調査担当部長 １ 

                             」    

を 

「 

政策調査担当部長 １ 

政策調整担当部長 １ 

                               」    

に改める。 

 別表第３政策企画室企画部の項中 

規      則 
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「 

府市再編担当課長 ２ 

                            」    

を 

「 

府市再編担当課長 ４ 

                            」    

に改め、同表ゆとりとみどり振興局企画部の項中 

「 

観光企画担当課長 １ 

                            」    

を 

「 

観光企画担当課長 １ 

都市魅力創造戦略担当課長 １ 

                            」    

に改める。 

   附 則 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。              

（平24.１.27掲示済） 

 

 

 

次に掲げる規則を公布する。 

大阪市副市長の事務分担等に関する規則 

臨時的任用職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 特別職の職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する規

則 

  平成24年１月31日 

 大阪市長  橋 下   徹  

 

 

 

大阪市規則第７号 

大阪市副市長の事務分担等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、本市の副市長の事務分担及び市長の職務代理の順序につ

いて定めるものとする。 
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（担任事務） 

第２条 副市長は、次の区分により事務を担任する。 

副市長 担任事務 

村上 龍一 情報公開室（監察部に限る。）、市政改革室、総務局、

市民局、財政局、契約管財局、健康福祉局、こども青少

年局、会計室及び区役所が所管する事務並びに他の執行

機関及び市会事務局の職員に補助執行させている事務 

田中 清剛 政策企画室が所管する事務（大都市制度改革監が所管す

るものに限る。）並びに危機管理監、計画調整局、ゆと

りとみどり振興局、経済局、環境局、都市整備局、建設

局、港湾局、消防局、交通局、水道局及び病院局が所管

する事務 

２ 政策企画室が所管する事務（大都市制度改革監が所管するものを除く。）

及び情報公開室（監察部を除く。）が所管する事務は、２副市長が共同で担

任する。 

第３条 市長が必要と認めるときは、前条の規定にかかわらず、特に副市長を

指定して事務を担任させることができる。 

第４条 第２条第１項及び前条の規定にかかわらず、市会提出議案、予算編成

その他市長が定める重要な事項に関する事務は、２副市長が共同で担任する。 

（副市長に事故があるとき等の措置） 

第５条 副市長に事故があるとき又は副市長が欠けたときは、その副市長の分

担事務については、市長が定めるところにより他の副市長が代わって処理す

るものとする。 

（市長の職務代理の順序） 

第６条 市長に事故があるとき又は市長が欠けたときは、第２条第１項に掲げ

る順序により、副市長が市長の職務を代理する。 

   附 則 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。  

                        （平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市規則第８号 

   臨時的任用職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 臨時的任用職員の給与に関する規則（平成４年大阪市規則第19号）の一部を

次のように改正する。 

 別表第２中 

「 

介護福祉職員 7,650円（勤務時間が、午後４時から翌日の午前10時30

分までの場合にあっては、16,700円、午後４時から翌
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日の午前10時までの場合にあっては、16,830円） 

」 

を 

「 

介護福祉職員 7,650円（勤務時間が、午後４時から翌日の午前10時30

分までの場合にあっては、16,700円、午後４時から翌

日の午前10時までの場合にあっては、16,830円） 

臨床心理職員 8,990 円 

                                  」 

に改める。 

   附 則 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。 

             （平24.１.31掲示済） 

 

 

大阪市規則第９号 

   特別職の職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 特別職の職員の期末手当に関する規則（平成18年大阪市規則第161号）の一

部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「副市長及び」を「副市長、」に、「監査委員」を「監査委

員及び特別職の秘書の職の指定等に関する条例（平成24年大阪市条例第１号）

第２条の市長の秘書の職を占める職員（以下「秘書」という。）」に、「とす

る」を「（秘書にあっては、100分の15）とする」に改める。 

   附 則 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。 

             （平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市規則第10号 

非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を 

改正する規則 

非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例施行規則（平成20年大阪市規

則第71号）の一部を次のように改正する。 

別表総務局の項中 

「 

人事制度改革に関する指導及び助言等の

業務を行う者 

月額 490,000 円 

                                  」 
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を 

「 

人事制度改革に関する指導及び助言等の

業務を行う者 

月額 490,000 円 

人事制度改革に関する指導及び助言等の

補佐等の業務を行う者 

月額 250,000 円 

                                  」 

に改める。 

附 則 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。 

             （平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成24年２月10日 

大阪市長  橋 下    徹  

大阪市規則第12号 

   大阪市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

 大阪市営住宅条例施行規則（平成９年大阪市規則第61号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第２中城北３駐車場の項の次に次のように加える。 

城 北 ４ 大宮５丁目 

別表第２中長吉出戸南第１－２駐車場の項の次に次のように加える。 

長吉出戸南第１－４ 長吉出戸８丁目 

 別表第２中千本中駐車場の項の次に次のように加える。 

津 守 北津守２丁目 

 別表第２中津守－西駐車場の項を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成24年２月29日から施行する。ただし、別表第２中城北３駐 

車場の項の次に１項を加える改正規定は、同年２月17日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 大阪市交通局事務分掌規程の一部を改正する規程を公布する。 

企業管理規程 
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  平成24年１月31日 

大阪市交通局長 新谷 和英  

大阪市交通事業管理規程第１号 

   大阪市交通局事務分掌規程の一部を改正する規程 

大阪市交通局事務分掌規程（昭和38年大阪市交通事業管理規程第48号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第６項中「23名」を「24名」に改める。 

 別表第１総務部の項中 

「 

経営改善担当課長 １ 

                      」             

を 

「 

鉄道事業改革担当課長 １ 

自動車事業改革担当課長     １ 

           」             

に改める。 

   附 則 

この規程は、平成24年２月１日から施行する。 

             （平24.１.31掲示済） 

 

 

 

 

 

 

大阪市告示第130号  

平成24年２月22日に執行する大阪都市計画事業三国東地区土地区画整理審議

会委員選挙における、選挙人名簿を縦覧に供した結果、異議の申出がなかった

ので、土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号）第22条第１項の規定によ

りその旨を公告する。 

併せて、同選挙において選挙すべき委員の数及び予備委員の数を、同条第４

項及び大阪都市計画事業三国東地区土地区画整理事業施行規程（平成13年大阪

市条例第16号）第８条第２項及び第11条第２項の規定により次のとおり定めた

ので公告する。 

  平成24年１月27日 

大阪市長  橋 下   徹 

 

 

宅地の所有者が選挙す

べき数 

宅地について借地権を有

する者が選挙すべき数 
合 計 

告      示 
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委  員 ８人 ２人 10人 

予備委員 ４人 １人 ５人 

 

     （都市整備局 三国東土地区画整理事務所） 

（平24.１.27掲示済） 

 

 

 

大阪市告示第131号 

 大阪都市計画事業阿倍野Ａ１地区第２種市街地再開発事業（第６工区）に係

る施設建築物Ａ１－２棟の建築工事が完了したので、都市再開発法（昭和44年

法律第38号）第118条の17及び都市再開発法施行規則（昭和44年建設省令第54

号）第39条第１項の規定に基づき、次の事項を公告する。 

平成24年１月31日 

大阪都市計画事業阿倍野Ａ１地区 

第２種市街地再開発事業 

施  行  者 大   阪   市 

代  表  者 大阪市長 橋下 徹 

１ 工事完了年月日 

  平成24年１月23日 

２ 施設建築物の所在地 

  大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目4000番地 

（都市整備局阿倍野再開発事務所事業担当） 

（平24.１.31掲示済） 

 

 

 

大阪市告示第132号 

本日、次の者を副市長に任命した。 

平成24年２月１日 

大阪市長  橋 下   徹  

村 上  龍 一 

田 中  清 剛 

（総務局人事部人事課） 

（平24.２.１掲示済） 

 

 

 

大阪市告示第165号 

一般競争入札を執行するので、次のとおり公示する。 
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平成24年２月10日 

大阪市長  橋 下   徹  

１ 担当 

  〒530-8201 

  大阪市北区中之島１丁目３番20号 

  大阪市総務局行政部総務課  電話06-6208-7415 

２ 入札に付する事項 

(1)  件名及び数量 

平成24年度 健康増進施設(スポーツ施設)利用助成事業業務委託 

(2)  委託業務内容 

「入札説明書」のとおり 

(3)  業務の委託期間 

平成24年４月１日から平成25年３月31日まで 

(4)  履行場所 

「入札説明書」のとおり 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる条件のすべてに該当し、本市の入札参加資格審査において、そ

の資格を認められた者は入札に参加することができる。 

(1)  地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当し

ない者であること 

(2)  入札参加申請時において、大阪市競争入札指名停止措置要綱に基づく指

名停止を受けていないこと 

(3)  大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けてい

ないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと 

４ 入札説明書の交付場所等 

(1)  入札説明書等の交付場所、入札参加申請書の受付場所、契約条項を示す

場所及び当該入札に関する問合わせ先  １に同じ 

(2)  入札説明書の交付方法 

公示の日から平成24年２月23日（木）まで無償により交付する。 

(3)  入札参加申請書の受付期間 

公示の日から平成24年２月23日（木）の本市の休日を除く毎日、午前９時

から午後５時30分まで（午後０時15分から午後１時までを除く。） 

５ 入札執行の日時等 

(1)  入札日時 

    平成24年３月14日（水）午前11時30分 

(2)  入札場所 

大阪市役所本庁舎地下１階 共通会議室 

ただし、大阪市契約規則（昭和39年大阪市規則第18号。以下「契約規則」

という。）第25条第２項に規定する郵便等による入札の場合は平成24年３月
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13日（火）午後５時30分までに総務局行政部総務課（１に同じ）あて必着の

こと 

６ 入札保証金等 

(1)  入札保証金  免除 

(2)  契約保証金  要 

ただし、契約規則第37条第１項の規定に該当する場合は免除する。 

(3)  保証人  不要 

７ 入札者に要求される事項 

  入札に参加を希望する者は、本公示に示した入札参加申請書等を平成24年

２月23日（木）午後５時30分までに提出しなければならない。提出された証

明書等の審査結果によっては、入札に参加することができない。 

  なお、当該書類に関し、本市より説明を求められた場合には、これに応じ

なければならない。 

８ 入札の無効 

  契約規則第28条第１項の規定に該当する入札 

なお、開札後落札決定までに、入札参加申請者（参加申請者が共同企業体

の場合はその構成員を含む。）が大阪市競争入札指名停止措置要綱に基づく

指名停止措置又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措

置を受けたときは、入札参加資格を有しない者のした入札とみなし無効とす

る。 

９ その他 

(1)  契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が大阪市契約関係暴力団排

除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の解除を行うこ

とがある。 

(2)  詳細は入札説明書による。 

（総務局行政部総務課） 

 

 

 

大阪市告示第166号 

 一般競争入札を執行するので、次のとおり公示する。 

  平成24年２月10日 

大阪市長   橋 下   徹  

１ 担当部局 

   〒552‐0007 大阪市港区弁天１丁目２番１-1300号  

         大阪市契約管財局契約部物品等契約担当 電話06-4395-7161 

２ 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び予定数量  

     軽油         57.8 KL 

  （電子入札対象案件） 

毎週金曜日発行　　　　　　 　大 阪 市 公 報 第 5 5 6 2  号　　　　　　　 平成24年２月10日

37



 

 

 

 

 

 (2)  購入物品の特質等  入札説明書による。 

 (3)  納入期間  平成24年４月１日から同年６月30日までの間 

 (4) 納入場所  入札説明書による。 

 (5) 納入方法  入札説明書による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる要件のすべてを満たし、本市の入札参加資格審査において、そ

の資格を認められた者は入札に参加することができる。 

  なお、本市入札参加有資格者名簿に登録されていない者は、本市入札参加

資格審査申請（以下「資格審査申請」という。）を担当部局（１に同じ）に

行えば当該審査を行う。ただし、平成24年２月24日(金)までに資格審査申請

を行わない場合は、入札に参加することができない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当し

ない者であること  

 (2) 大阪市競争入札指名停止措置要綱に基づく指名停止措置を受けていない

こと 

 (3) 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けてい

ないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと 

(4) 平成23・24年度本市入札参加有資格者名簿に物品種目「33 石油類」で

登録していること 

(5) 石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和50年12月27日法律第96号）の規

定に基づく石油販売業の届出をしている者であること 

４ 入札説明書等の交付場所等 

 (1) 入札説明書等の交付場所、契約条項を示す場所及び当該入札に関する問

い合わせ先  システム上及び担当部局（１に同じ） 

 (2) 入札説明書等の交付方法  公示の日から平成24年２月24日(金)まで無

償により交付する。 

 (3) 入札参加申請書等の受付期間  公示の日の翌日から平成24年２月24日

（金）午後５時まで 

(4) 入札参加申請書等の受付場所  入札説明書による。 

５ 入札執行の日時等 

 (1) 電子入札による場合 

① 入札書受付期間  平成24年３月21日(水)から同月22日(木)までの午

前９時から午後５時まで 

  ② 開札予定日時  平成24年３月23日(金)午前11時30分 

  ③ 場所  システム上とする。 

 (2) 紙入札による場合 

① 入札書受付期間  平成24年３月23日(金)午前11時から午前11時30分

まで 

  ② 開札予定日時  平成24年３月23日(金)午前11時30分 

  ③ 場所  大阪市契約管財局入札室（１に同じ） 
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       ただし、大阪市契約規則（昭和39年大阪市規則第18号。以下「契約規

則」という。）第25条第２項に規定する郵便等による入札の場合は平

成24年３月22日（木）午後５時までに必着のこと 

６ 入札保証金等 

 (1)  入札保証金  免除 

 (2)  契約保証金  要 

   ただし、契約規則第37条第１項の規定に該当する場合は、免除する。 

 (3) 保証人  不要 

 (4)  契約手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

 (5) 契約書作成の要否  要 

 (6) 落札者の決定方法  予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

７ 入札者に要求される事項 

  入札に参加を希望する者は、本公示に示した入札参加申請書等を平成24年

２月24日（金）午後５時までに、受付場所に指定した方法にて必着のこと。 

  なお、当該書類に関し、本市より説明を求められた場合には、これに応じな

ければならない。 

提出された証明書等の審査の結果によっては、入札に参加することができ

ない。 

８ 入札の無効 

  契約規則第28条第１項の規定に該当する入札 

  なお、開札後落札決定までに、入札参加申請が大阪市競争入札指名停止措

置要綱に基づく指名停止措置又は大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づ

く入札等除外措置を受けたときは、入札参加資格を有しない者のした入札と

みなし無効とする。 

９ その他 

 (1) この調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるもの

である。 

(2)  落札決定後契約締結までに、落札者が大阪市契約関係暴力団排除措置要

綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の締結を行わないものと

する。 

(3)  契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が大阪市契約関係暴力団排

除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の解除を行う。 

 (4) 契約の締結は、平成24年度予算が発効したときとする。 

 (5)  契約日以降に揮発油税及び軽油引取税の税率の改定があった場合は、改

定後の税率に基づき契約を変更する。 

(6) 詳細は入札説明書による。 

10  当該物品で今後調達が予想される数量及び入札公示の予定時期 

平成24年度４月頃 59.4 KL 平成24年度７月頃 57.2 KL  平成24年度10

月頃 55.8 KL 
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11 Summary 

 (1)  Nature and estimated quantity of the products to be purchased: 

Gas oil                                            57.8 KL 

(2)  The closing date and time for the submission of application forms 

and attached documents for the qualification confirmation: 

 5:00PM, 24 February 2012 

 (3)  The date and time for the submission of tenders: 

① on the Osaka City Electronic Tender System: 

from 9:00AM, 21 March 2012 to 5:00PM, 22 March 2012 

② in person: from 11:00AM to 11:30AM, 23 March 2012 

③ by post: 5:00PM, 22 March 2012 

 (4)  A contact point where tender documents are available: 

Contracts Division, Contracts and Property Management Bureau, 

The City of Osaka 2-1-1300, Benten 1-chome, Minato-ku,Osaka 552‐

0007, TEL06-4395-7161 

（契約管財局契約部物品等契約担当） 

 

 

 

大阪市告示第167号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定により、

特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、次のとおり公告する。 

なお、申請書に添付された定款、役員名簿、設立趣旨書、事業計画書及び収

支予算書については、大阪市市民局市民部区政課において、公衆の縦覧に供す

る。 

平成24年２月10日 

大阪市長  橋 下   徹 

申請に係る 

特定非営利 

活動法人に 

係る事項 

申請のあった年月日 平成24年１月19日 

名    称 
特定非営利活動法人アジア日系人サポ

ートプロジェクト 

代表者の氏名 黒籔 昌宏 

主たる事務所の所在地 大阪市浪速区難波中３丁目16番11号 

定款に記載された目的

この法人は、広く一般市民、特にフィ

リピン日系人及び中国残留日本人孤児

等に対して、日常生活・就労等につい

ての支援に関する事業、フィリピン日

系人の社会的地位の向上に関する事

業、日本とフィリピンとの国際交流の

推進に関する事業を行い、フィリピン
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日系人及び中国残留日本人孤児等の福

祉の増進と社会的地位の向上並びに国

際協力を図り、もって広く公益に寄与

することを目的とする。 

申請のあった年月日 平成24年１月23日 

名    称 
特定非営利活動法人ぐりーふサポート

ハウス 

代表者の氏名 林 和子 

主たる事務所の所在地
大阪市西区京町堀１丁目13番23号岡崎

ビル301号室 

定款に記載された目的

この法人は、グリーフを体験した大

人・子どものサポートに関する事業を

行うことにより、もって当事者の生き

る力・人生の再生をサポートすること

を目的とする。 

（市民局市民部区政課） 

 

 

 

大阪市告示第168号 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規定により、

特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったので、次のとおり公告

する。 

なお、申請書に添付された定款については、大阪市市民局市民部区政課にお

いて、公衆の縦覧に供する。 

平成24年２月10日 

大阪市長  橋 下   徹 

申請に係る 

特定非営利 

活動法人に 

係る事項 

申請のあった年月日 平成24年１月18日 

名    称 特定非営利活動法人今がええ家 

代表者の氏名 粕野 健一 

主たる事務所の所在地
大阪市東住吉区湯里３丁目２番10-102

号粕野健一（気付） 

定款に記載された目的

この法人は、高齢者・障害者（児）を

主とし、全ての人が住み慣れた地域で

安心して生活できるよう必要な支援を

行い、また、地域住民の理解を得るた

めの啓発活動等、地域コミュニティの

形成に関する事業に積極的に参加・協

力し、住みやすい社会の実現を目指す
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ことを目的とする。 

（市民局市民部区政課） 

 

 

 

大阪市告示第169号 

 平成24年１月31日開議の市会本会議において認定を経た決算の要領は、次の

とおりである。 

  平成24年２月10日 

大阪市長   橋 下   徹 
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決 算 額

平成22年度大阪市一般会計歳入歳出決算書
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決 算 額
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決 算 額
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